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Abstract
Mass mobilization has often had a significant impact in Indonesian politics.  Even without state power or 
financial resources, those who are capable of mobilizing the masses have continued to play a crucial role 
in politics.  Nevertheless, the predominant literature on Indonesian politics has long underestimated the 
social actors’ power even after Suharto’s demise in 1998.  According to them, powerful oligarchic domina-
tion has characterized Indonesian politics.  In contrast to this account, there is a growing literature that 
demonstrates cases in which social actors and organizations exert significant influence on the elites and 
articulate changes in policies by leveraging voting power in direct elections.  The focus of these studies, 
however, is largely limited to political negotiations during elections.  This paper examines much broader 
efforts on the part of social actors to achieve policy change.  In fact, such actors are not only utilizing the 
voting power of elections but also making good use of the judicial system, notably, a judicial review of the 
constitutional court.  Through an analysis of the oil and gas policy after 1998, this paper demonstrates the 
various strategies that social actors deploy to achieve policy change as well as influence Indonesian politics.




















その変化に適応し，政府の中枢ポストを独占し続けている［Robison and Hadiz 2004; Hadiz and 
Robison 2013; Winters 2011; 2013］。ロビソンとハディスによれば，スカルノ，スハルト政権が
「社会・政治組織を完全に非組織化および分散させ」，「民主化後も市民社会を強化させる可能
性を持つ勢力は，イデオロギー的，組織的凝集性を回復させられないうえ，社会的基盤を構築









ない［Hadiz and Robison 2013: 44, 45; Winters 2013: 16］。しかし，国家機関や政党政治の領域外
で活動する市民や社会組織は実に多様であり，彼らが想定する欧米的市民社会の枠には収まら




and Hadiz 2004］の第 5章を参照。




という［Buehler 2013: 158, 159］。キャラウェイとフォードは，労組が賃上げ交渉の過程でエ










































スセクター自由化の柱であった石油ガス上流部門執行機関（Badan Pelaksana Kegiatan Usaha 























アクターは （2） 動員力を欠いていた。他方で 2012年違憲審査請求の事例においては，メディ
6) インドネシアの司法は，政治的・社会的な圧力に左右されやすく，その根深い汚職体質は広く知られ
ている。民主化後には司法改革が試みられているが，状況はむしろ悪化しているとの指摘もある［Butt 




て （2） 社会的動員力を示すことができた。しかし，違憲審査を通じて政策変更を促せる （3） 憲





























































員および共産党員と疑われた人々を「粛清」した［Kammen and McGregor 2012: 2–10, 14, 16］。9.30事
件と呼ばれるこの混乱をきっかけに，スカルノ政権はついに機能麻痺状態に陥った。


















きた権限はエネルギー鉱物資源（Energi dan Sumber Daya Mineral: ESDM）省と新たに設立され
た独立機関の石油ガス上流部門執行機関（BP Migas），下流部門調整機関（Badan Pengatur Hilir 
Minyak dan Gas Bumi: BPH Migas）によって担われることになった。他方，プルタミナは特殊
法人から国有企業省傘下の株式会社として改組され，民間石油企業と同格の一事業者として，













9) 1967年外国投資に関する法律第 1号 （Undang-Undang Nomor 1 Tahun 1967 tentang Penanaman Modal 



























た［Mahkamah Konstitusi 2003: 28–52］。これに対して，プルノモ・ユスギアントロ（Purnomo 





11) 提訴に参加したNGOは法律扶助団体である APHI（Asosiasi Penasehat Hukum dan Hak Asasi Manusia 
Indonesia）， 同会長のドルマ・H・シナガ （Dorma H. Sinaga）， および PBHI （Perhimpunan Bantuan Hukum 







2004年 12月 21日，憲法裁は以下の 3項目のみを違憲と判断して修正を命じた［Mahkamah 




した。つまり，第 22条 1項の規定では，例えば事業者に対して 0.1％の供給義務のみを課すこ


















12) プルノモは，ワヒド政権の途中 （2000–01年） から第 1次ユドヨノ政権 （2004–09年） まで 3政権にわ
たってESDM大臣を務めた。










ハシム・ムザディ （Hasyim Muzadi）会長とともに，2009年大統領選挙でユスフ・カラ （Jusuf 
Kalla） とウィラント （Wiranto）組を大々的に支持した。14）政権発足後ユドヨノは両組織出身 
者に閣僚ポストを与えず，ディンとハシムの政権への敵対心を煽ることになった［Okezone 





まず，2010年 7月にムハマディヤの 100周年記念全国大会で，ディンは「1945年憲法の守 
護者」となって法律の改正に努めると宣言した。15）さらに，現行のエネルギー政策は，国民 
経済に多大な損害をもたらし続けているうえ，憲法にも反していると指摘し，「国家主権」を
取り戻さなくてはならないと述べた［Bakhri 2013: 8］。以降，ディンは「憲法ジハード（Jihad 
Konstitusi）」をスローガンとして建国時の理想実現を訴えてきた。ディンによれば「憲法ジハー









15) ムハマディヤ幹部のシャイフル・バクリ （Syaiful Bakhri） は 115の法律が 1945年憲法に違反しており， そ
の多くが1998年以降に作られた法律であると述べている。なかでも石油ガス法は， 多くの国民の福祉を
担う国家の役割を縮小させたとして，最も迅速に修正される必要があると主張した［Tempo 2015/7/22］。
16) 「善行を勧め，悪行を忌避する」 はコーラン （3章 104節 , 110節） がムスリムに求める規範的態度であり， 
各種のイスラーム運動でも頻繁に用いられる。例えばムハマディヤ会員への指導として Pemimpinan 
Pusat Muhammadiyah［2000］を参照。
17) 2012年 11月 16日の討論会には，後述するクルトゥビ （Kurtubi） の他，ゴルカル党のファフミ・イド













































党のファフミ・イドリス，闘争民主党の AMファトワ （A. M. Fatwa） など 12人が憲法裁に対し
て，石油ガス法の違憲審査を請求した。彼らは，2001年の石油ガス法の以下の規定が憲法第
33条に反していると訴えた。すなわち，市場競争メカニズムに関する規定（第 3条 b項），上
流部門における外国法人の参入（第 9条），企業の分割を定める規定（第 10条，第 13条），生
産分与契約に関する規定（第 11条 2項）である。加えて，BP Migasの設立によって憲法第 33
条が定める「国家による支配」の意味が「曖昧化（menjadi kabur）」し，違憲状態にあると主
張した。21）
2012年 11月 13日，憲法裁は提訴内容のうち，BP Migasに関する 18の条項は「国家による







21) 提訴団は以下の理由からそれぞれの条項が憲法第 33条に反すると主張した。まず，石油ガス法第 3条
b項には，2004年の判決で違憲と判断された「市場競争メカニズム」に関する言及がある。次に，同
法第 9条は外国法人が上流部門事業を行えると規定していることも，「国家による支配」を強調する憲

















汚職行為に関する密告があり，憲法第 33条に規定される 「最大限の人民の繁栄」のため，BP Migasに
関連する石油ガスセクターの汚職を暴く必要があったと主張している［Liputan6 2015/12/18］。この発
言からマフッドMDが憲法裁の権限を超えた決定を意図的に下したことがわかる。なお，最終的に大





座に，BP Migasを代替する石油ガス上流事業特別実行部局（Satuan Kerja Khusus Usaha Hulu 

























した。同じく証人であったリザル・ラムリ （Rizal Ramli） も，ジョコウィ政権で一時海事調整大臣を 
務めた（2015年 8月–2016年 7月）。ディン・シャムスディンは 2017年 10月になってから，ジョコウィ
大統領によって「宗教間対話のための特別代表」に任命された。













2008年 4月 7日，国家主導型の経済政策を支持してきた国会第 7委員会26）は，石油ガスセク
ター自由化の推進者BP Migas長官カルダヤ・ワルニカ （Kardaya Warnika） と敵対し，大統領 
に更迭を求めた。27）そして，第 7委員会は新しいBP Migas長官として元ESDM省石油ガス総局
長のラデン・プリヨノ （Raden Priyono） を大統領に推薦した。28）ラデンは第 7委員会の期待に応
えるように，BP Migas長官就任直後，プルタミナが石油・ガス部門の付加価値生産額のうち将
来的に 60％を担えるようにすると発表した［Antara News 2008/4/8］。
また，2009年 2月プルタミナ新社長にはカレン・アグスティアワン（Karen Agustiawan）が
就任した。カレンは社長就任後，権益の拡大を主張するムハマディヤ，インドネシア資源研究
所（Indonesia Resources Studies: IRESS），クルトゥビなどの社会アクターによる講演や抗議活
動に積極的に資金援助を開始した［マルワン・バトゥバラへのインタビュー，2014/2/24］。こ
うした社会アクターによる活動への助成が結果的にプルタミナの権益増大に寄与した。
2009年 10月に第 2期ユドヨノ政権が成立すると，与党民主主義者党出身のダルウィン・ 




















増加した。生産シェアにおいても，2004年の時点では国内第 7位のBP （4％） を下回る第 9位
であったが，2010年には 19％を占めてシェブロンに次ぐ第 2位となり，2013年には 24％まで
増加している。同様に，天然ガス生産シェアにおいても 2004年の時点では，国内第 5位（8％）
であったが，2010年には 17％へと上昇，トタルに次いで第 2位となった（2013年にはBPに 
抜かれ国内第 3位になったが 16％とほぼ横ばい）［Detik 2016/11/1; PricewaterhouseCoopers 







ト，原油・コンデンセートは日量約 6.9万バレルが生産されていた［Jakarta Post 2015/12/30］。
同鉱区の天然ガス生産は国内生産の 25％，石油は 10％を占めた。事業権益を持っていたのは
フランスのトタルと日本の INPEX（それぞれ 50％）であった。スハルト政権初期の 1967年 3























スリム知識人のユディ・ラティフ（Yudi Latif）らとともに 2013年 1月に「国家主権確立運動
（Gerakan Menegakkan Kedaulatan Negara: GMKN）」を組織した。このGMKNは，マハカム鉱区
権益問題についても発言を強めた［Merdeka 2013/1/7］。さらにGMKNは，6月には東カリマン
タンの市民団体「マハカム鉱区のための東カリマンタン市民連盟（Aliansi Rakyat Kalimantan 
Timur untuk Blok Mahakam: ARKBM）」の支持を取り付けた。ARKBMは，トタルと契約を更 
新するのであればインドネシア共和国から独立する覚悟があるとまで主張した。8月にはマ 
ルワンやディンに加え，クルトゥビ，ファフミ・イドリス，インドネシア石油ガス労組会 
長（Presiden Konfederasi Serikat Pekerja Migas Indonesia: KSPMI） であるファイサル・ユスラ 
（Faisal Yusra），複数のキャンパスの学生組織が参加して，「国家救済大衆連合（Koalisi Akbar 












31) 国民信託党からはドラジャッド・ウィボウォ（Drajad Wibowo），ハッタ・タリワン（Hatta Taliwang）
が参加した。その他，エネルギー専門家のダルマワン・プラソジョ（Darmawan Prasojo），元国有企業
大臣書記官のサイド・ディドゥ（Said Didu）なども参加した。


































知名度を上げた。2012年 6月からはユドヨノ直々の推薦を受けてESDM副大臣，2013年 1月からBP 












































レーターシップと 70％の権益を取得するものの，残りの 30％はトタルと INPEXに権益を配分
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